
令和５年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事業

大分県竹田市

事業
番号

事　業　名 目的・効果 事業概要 効果検証 事業費（円）

1 エネルギー・食料品価格等物価高騰支援給付金【低所得者世帯給付金】 新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響により生活負担感が大きい低所得世帯への負担を軽減し、生活を維持する。 低所得世帯への定額給付 令和5年6月 ～ 令和6年3月 119,550,000

2 エネルギー・食料品価格等物価高騰支援給付金（事務費） 新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響により生活負担感が大きい低所得世帯への負担を軽減し、生活を維持する。 低所得世帯への定額給付 令和5年6月 ～ 令和6年3月 5,072,739

6 エネルギー・食料品価格等物価高騰支援給付金【均等割のみ課税・事務費】 新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響により生活負担感が大きい低所得世帯への負担を軽減し、生活を維持する。 低所得世帯への定額給付 令和5年6月 ～ 令和6年3月 825,795

10 原油価格・物価高騰に係る給食費支援事業
新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により、学校給食の食材費等が値上がりしているため現状の食材費では
食材調達が困難。コロナ禍の影響が続く保護者の負担する給食費は据え置き、物価高騰分を補助する。

学校給食費の物価高騰分の補助 食材料費等の価格高騰分を支援することで、給食費の値上げを抑え、保護者の負担軽減を図ることができた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 83,961,457

11 畜産飼料高騰緊急支援事業
新型コロナウイルス感染症の影響や畜産飼料価格の高騰が影響し、畜産経営の悪化が危惧されることから、飼料高騰分の一部を支援することで負担
軽減を図る

家畜飼料購入価格の高騰分の一部を助成 高騰した飼料価格の一部を支援したことにより経営の負担軽減が図られた。 令和5年7月 ～ 令和5年11月 27,391,657

12 施設園芸等燃油高騰対策事業
新型コロナウイルス感染症の影響により燃油価格が高騰したことによる農家の負担軽減のため、加温設備等を使って施設園芸を営む農業者等が購
入した燃油費用の一部を助成する。

加温設備等を使って施設園芸を営む農業者等が購入した燃油費用
の一部を助成

燃油価格の高騰により加温を要する作物の営農は多大な影響を受けているところ、当補助金を交付することによって
農業経営の維持安定が図られた。

令和5年7月 ～ 令和5年12月 6,917,600

13 大分県地域消費喚起プレミアム商品券支援事業（第４弾）
新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受ける生活者を支援し、個人消費の下支えをおこなうとともに、中小企業者等の価格転嫁を円滑に進
め経営の安定を図る。

プレミアム付き商品券の発行 物価高騰により影響を受けた地域経済の回復、個人消費の活性化が図られた。 令和5年6月 ～ 令和6年3月 112,905,210

14 プレミアム付き交通チケット発行事業
新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受ける交通弱者を支援し、個人消費の下支えをおこなうとともに、物価高騰の影響を受けた交通事業
者の事業継続を支援するとともに、地域の小売・飲食等への消費喚起を促すため、公共交通チケット発行事業を補助する。

プレミアム付き交通チケット発行
燃油価格の高騰により外出を控えられる中、等補助金を交付することにより、事業者の経営支援及び利用者の外出
機会の創出に非常に効果があった。

令和5年8月 ～ 令和6年3月 7,194,010

15 竹田貨物運送事業者等事業継続支援金
新型コロナウイルス感染症や燃料価格の高騰の影響により、経営に影響を受けている中小企業支援を目的に、支援金を交付することで事業継続の
支援を行う。

燃料代高騰相当額に係る経費の一部を助成 燃油価格高騰により経営が苦しい事業者の負担軽減が図られた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 13,140,000

16 竹田市公共交通事業者等事業継続支援金
新型コロナウイルス感染症や燃料価格の高騰の影響により、経営に影響を受けている事業者の負担軽減を目的に、支援金を交付することで事業継
続の支援を行う。

燃料代高騰相当額に係る経費の一部を助成 燃油価格の高騰により経営が苦しい事業者の負担軽減が図られた。 令和5年4月 ～ 令和6年1月 3,608,000

17 貸切バス利用促進事業
新型コロナウイルス感染症や燃料価格の高騰の影響により、外出行事が減少し、経営に影響が生じた貸切バス事業者に、1/2（上限50千円）の補助を
行うことにより、コロナ禍において疲弊する交通事業者を含む観光事業者への支援へつなげる。この事業により貸切バスの安全性や利便性を周知す
ることにより、バス利用の風土を醸成する。

燃料代高騰相当額に係る経費の一部を助成 事業者の売上増及び利用者の負担軽減を図られた。 令和5年7月 ～ 令和6年3月 2,707,000

18 特殊詐欺等被害防止対策事業補助金
新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受ける防犯意識の高い生活者を支援し、個人消費の下支えをおこなうとともに、コロナ禍で増加した特
殊詐欺に対応するため、防犯機能を備えた固定電話機の買い替えを促進する。

防犯機能を備えた固定電話機購入代金の一部補助 特殊詐欺被害防止のための電話機購入費用の負担軽減につながった。 令和5年4月 ～ 令和6年1月 195,200

19 防犯灯設置工事
防犯灯は、防犯、景観のために不可欠であるため、照明のＬＥＤ化を進め、新型コロナウイルス感染症や電気代高騰の影響を受ける自治会のエネル
ギー費用負担を軽減する。

自治会の防犯灯のＬＥＤ化工事に係る費用の一部を助成 街灯のＬＥＤ化により自治体の管理に伴う電気代等の負担軽減が図られた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 4,070,000

20 社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（障がい者支援施設分）
コロナ禍において、エネルギー・食料品価格高騰の影響を受けている社会福祉施設（障がい者支援施設）の運営継続を図るため、電力・ガス・燃料・食
料品価格高騰分の一部を助成する。

電力・ガス・食料品価格高騰相当額の定額助成 物価高騰下においても安定的なサービス提供ができた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 1,714,686

21 社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（保育・子育て支援施設分）
コロナ禍において、エネルギー・食料品価格高騰の影響を受けている社会福祉施設（保育・子育て支援施設）の運営継続を図るため、電力・ガス・燃
料・食料品価格高騰分の一部を助成する。

電力・ガス・食料品価格高騰相当額の定額助成 物価高騰下においても安定的なサービス提供ができた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 569,432

22
社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（保育・子育て支援施設・市単独
分）

コロナ禍において、エネルギー・食料品価格高騰の影響を受けている社会福祉施設（公設民営保育所）の運営継続を図るため、電気・ガス・燃料・食料
品価格高騰分の一部を助成する。

電力・ガス・食料品価格高騰相当額の定額助成 物価高騰下においても安定的なサービス提供ができた。 令和5年4月 ～ 令和5年11月 300,000

23 子育て世帯支援給付金 コロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響による負担感が大きい子育て世帯に対し、子ども1人あたり現金20千円を支給する。 子育て世帯への支援金 原油価格・物価高騰の影響を受けている子育て世代への生活支援が図られた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 43,110,017

24 社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（介護サービス事業所分）
コロナ禍において、エネルギー・食料品価格高騰の影響を受けている社会福祉施設（介護サービス事業所）の運営継続を図るため、電力・ガス・燃料・
食料品価格高騰分の一部を助成する。

電力・ガス・食料品価格高騰相当額の定額助成 物価高騰時における事業者への負担軽減が図られ、利用者へのサービス提供ができた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 6,347,696

25 温泉施設価格高騰対策事業燃料費高騰対策事業 コロナ禍における原油価格高騰に伴い、経営に影響を受けている施設の負担軽減を図るため、燃料費の一部を助成する。 重油・ガス・軽油代等　燃料費高騰分の補助 物価高騰下においても安定的なサービス提供ができた。 令和5年4月 ～ 令和6年3月 9,301,523

26 公共施設・公営企業光熱費燃料費高騰対策事業
コロナ禍において高騰している光熱費・燃料費の高騰分を支援することで、市民が利用する公共施設や公営企業の適切な維持管理を行い、安定的な
サービスの提供を継続する。

電力・ガス・食料品価格高騰相当額の定額助成 令和5年10月 ～ 令和6年3月 6,997,121

30 スクールバス燃料費高騰対策事業
コロナ禍において高騰している燃料費の高騰分を支援することで、学校運営に必要なスクールバスの適切な維持管理を行い、安定的な公共サービス
の提供を継続する。

燃料費高騰分の補助 令和5年4月 ～ 令和6年3月 1,144,393

15,281,038

事業期間

27・
28・29

畜産飼料高騰緊急支援事業（追加支援）限度額充当
新型コロナウイルス感染症の影響や畜産飼料価格の高騰が影響し、畜産経営の悪化が危惧されることから、飼料高騰分の一部を支援することで負担
軽減を図る。

家畜飼料購入価格の高騰分の一部を助成 高騰した飼料価格の一部を支援したことにより経営の負担軽減が図られた。 令和6年1月 ～ 令和6年3月


